
 

 

 

■実施状況                                            ＜令和８年３月時点＞ 
交付限度額 37 億 4006 万円   

うち令和７年度 交付決定額 37 億 4006 万円（100%） 

うち令和８年度 交付決定額 ―円（―%） 

残額 0 円（0%） 

 

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆住民税均等割非課税世帯物価高騰支援給付金 事業費：１６億８，６００万円  ※食料品特別加算を活用 

 食料品等の物価高騰の影響を受ける住民税非課税世帯の生活を支援するため、令和７年度住民税均等割の非課税世帯に対し、市独自の給付金（１人当た

り３万円）を支給。 

 

◆水道基本料金物価高騰特別対策費負担金 事業費：１５億７，４００万円 

 物価高騰の影響を受ける市民生活や経済活動を支援するため、県支援分を市独自で拡充し、６か月間（令和８年３月～８月請求分）の基本料金を減免。 

 

◆物価高対応子育て応援手当給付事業 事業費：６億８，０００万円  ※食料品特別加算を活用 

 食料品等の物価高騰の影響を受ける子育て世帯の生活を支援するため、国の応援手当に市独自で上乗せ（１人当たり１万円）して支給。 

 

◆金沢の買い物応援商品券事業 事業費：６億５，８００万円  ※食料品特別加算を活用 

 食料品等の物価高騰の影響を受ける市民の買い物負担を軽減し消費を下支えするため、商店街団体が実施するプレミアム商品券の発行を支援。プレミア

ム率 30％（食料品物価高騰対策分 10％を上乗せ） 
 

事業者支援 

◆中小企業賃金引上げ奨励金 事業費：５，２００万円 

 国の経済対策に呼応し、物価高騰の影響を受ける中小企業者の賃上げ及び若年層の人材確保を支援するため、奨励金（１人当たり５万円）を支給。 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定
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